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税務情報 

国税庁 ― 定期保険及び第三分野保険に係る保険料の取扱いに関するFAQ
を公表 

国税庁は 6 月 28 日、定期保険及び第三分野保険に係る保険料の取扱いを定める

通達を改正する「法人税基本通達等の一部改正について（法令解釈通達）」を発遣し

ました。（改正の背景や改正通達の概要については、KPMG Japan Tax Newsletter

「国税庁 ― 定期保険及び第三分野保険に係る保険料の取扱いを定める通達を改

正する通達を発遣」（2019 年 7 月 1 日発行）にてお知らせしています。） 

これに伴い、7 月 8 日、国税庁は改正後の通達に関して寄せられた主な質問に対す

る回答を取りまとめた FAQ（全 20 問）を公表しました。 

 定期保険及び第三分野保険に係る保険料の取扱いに関する FAQ 

改正後の通達の取扱いは、2019 年 7 月 8 日以後の契約に係る定期保険又は第三

分野保険（解約返戻金相当額のない短期払の定期保険又は第三分野保険を除きま

す。）の保険料、2019 年 10 月 8 日以後の契約に係る解約返戻金相当額のない短期

払の定期保険又は第三分野保険の保険料について適用することとされています。 

この FAQ では、たとえば、改正通達の適用日前の契約に係る定期保険等について、

改正通達の適用日以後に契約内容の変更等の以下の事由が生じた場合における

改正通達の適用関係が明らかにされています（FAQ13、14）。 

＜契約内容の変更があった場合＞ 

改正前の取扱いが適用される。 

＜契約の転換又は払済保険に変更した場合＞ 

契約の転換は、既契約の保険契約を新たな契約に切り替えるものであるため、転換

後の契約については、改正後の取扱いが適用される。払済保険に変更した場合も同

様に取り扱われる。 

＜契約の更新があった場合＞ 

契約の更新も、既契約の保険契約を新たな契約に切り替えるものであるため、更新

後の契約については、改正後の取扱いが適用される。ただし、自動更新を前提に保

険に加入した契約者の予測可能性の確保等の観点から、保障内容に変更のない自

動更新については新たな契約とは取り扱わずに、改正前の取扱いによって差し支え
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ない。 

＜保険給付のある特約を付加した場合＞ 

特約に係る保険料については、改正後の取扱いが適用される。 
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